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信用金庫における範囲の経済性と規模の経済性ホ

一地域別検証一
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1　はじめに

　本稿の目的は，信用金庫の費用関数を地域別

に推定することである．その中で範囲の経済性，

規模の経済性，その他の諸特性の存在を検証す

る．

　信用金庫について検証することの意義は次の

点にある．信用金庫は会員または組合員の相互

扶助を基本理念とする協同組織金融機関に属す

る．この点，株式会社形態を採っている全国銀

行（1989年2月より第二地銀を含む）とは全く

異なる業態である1）．実際，信用金庫法は，与

信業務を原則として会員（従業員300人以下あ

るいは資本金6億円以下の法人，個人，団体，

1990年12月現在）に定め，さらに会員となりう

る者の地域的範囲を限定することで自らの事業

区域を制限している2）．他方，信用金庫は，

1990年12月現在で，総民間金融機関（全国銀

行＋信用金庫）の中小企業向け貸出総額におい

ては20．6％，さらに，消費者ローンにおいては

16．2％を占め，中小企業金融および消費者金融

の専門機関としての機能を果たしている3）．し

かるに，これまでの研究は全国銀行に考察対象

を限定してきただけに，このような特徴をもつ

信用金庫の実態は全く明らかにされ’ていない4）．

信用金庫の研究は，それ自身を明らかにするだ

けでなく，データの入手が困難なためにほとん

ど研究がなされ’ておらず，しかも信用金庫と多

くの類似点をもつ他の協同組織金融機関（信用

組合，労働金庫，水産業協同組合・農業協同組

合）の特性を認識するうえで，その手掛かりと

もなる．

　信用金庫を地域別に分析する．そのことは次

の点で重要である．これ’までの研究は同種の金

融機関であれば同じ費用関数をもつことを前提

にしてきた．そのもとで，その推計方法（黒

田・金子（1985），Mester（1987））や推計式にお

ける説明変数の選択（首藤（1985），粕谷（1986），

Murray＆White（1983），Gilligan，　Smirlock＆

Marshall（1984），　Tachibanaki，　Mitsui＆

Kitagawa（1991）），さらには，範囲・規模の経

済性の源泉の検証（野間・筒井（1987），中島

（1989））に，それぞれ焦点を当ててきた5）．その

理由は，国内の研究では考察対象の金融機関に

ついてそれぞれデータ数が少なく（1990年3月

現在で都銀13，地銀64，第二地銀68），適当な

基準を設けてデータを分割し費用関数が異なる

かを解明することは統計的に不可能なためであ

る．他方，海外の研究では，信用組合，貯蓄・

貸付組合S＆L，連銀のFCAプログラム参加

銀行を考察対象にしているが，データ数がおお’

いにも拘わらずそれはなされていない．仮に，

同種の金融機関でも費用関数の全く異なること1

が明らかにされれば，規模の経済性と範囲の経

済性について得られたこれまでの研究結果はそ

の説得性を失うものとなる．信用金庫は事業区

域が制限され地域に経営基盤をもつことから地

域別に費用関数が異なるものと推論し，関東地

域（114庫）とその他の地域（北海道・東北・甲

信越・北陸地域で123庫）に分割して推定する．

分割の理由は次のようである．費用関数の差は，

生産関数の差，生産要素の差，さらには，デー

タが需給取引の結果であることから需要条件の

差にも由来する．関東地域は，日本経済ゐ中枢

にあるために，会員が中小企業であっても’，会

員への銀行業務を通じて日本経済の動向を知り
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．審査する機会に恵まれている．そこで得た情報

および審査能力がマニュアルとして信用金庫に

蓄積されてその他の地域とは異なる生産技術を，

また，社員教育を通じて労働やコンピューター

に蓄積されて異なる生産要素を，作り出してい

’る可能性がある．他方，関東地域の店舗数は，

1989年3月末で，都銀（1948），地銀＋第二地銀

（1959），信用金庫（2139）であり，その他の地域

では211，2942，1718である6）．そして，都銀で

さえも中小企業金融および消費者金融に著しく

進出しており，さらに店舗数を考慮すれば信用

金庫の競争相手は関東地域では都銀であり，そ

の他の地域では地銀や第二地銀といえる．こう

して需要者を獲得する際の競争相手に，すなわ

ち，需要条件に差が生じている可能性がある7》．

　検証の結果を要約する．Chowテストの結果，

両地域の費用関数は異なる母集団から抽出され

たものである．両地域ともいかなる生産規模に

おいても，規模の経済性が存在する．しかし，

関東地域では規模の経済性の強さが生産規模に

反比例し，その他の地域では比例する．また，

範囲の経済性は関東地域で存在し，その他の地

域では不明である．このように，両地域で全く

正反対の結論が得られる．

　これらの検証結果は，事業区域を制限してい

る現行信用金庫法の下では，次のような含意を、

もつ．（1）利益相反の問題を抱えつつも，業務

多角化を推進してきた範囲の経済性の利益がす

べての地域で存在することを保証しない．この

結果を将来に許される業務間の範囲の経済性の

代理変数と考えることができるなら，地域によ

って業務多角化のシナリオを再考しなければな

らない．（2）規模の経済性を追求する合併が地

域によってはその利益を生まない可能性がある．

（3）地域によって費用関数が異なることから，

信用金庫と同様に地域に経営基盤をもつ地銀や

第二地銀の費用関数が同じという前提，そして，

その上に成り立つ規模および範囲の経済性の検

証結果に再考が求められる．

　第II節では推計式としてTranslog型費用関

数を導入し，こμを用いて規模および範囲の経

済性の持つ意味を考察する．第III節では使用
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されるデータの解説を行う．第IV節では関東

地域とその他の地域において，範囲の経済性，

生産規模別・預金残高別・店舗数別の規摸の経

済性，さらにその他の諸仮説を検証し，両地域

の比較分析を行う．最後に第V節では本稿の

結論とその含意について述べる．

II推計式

　Translog型費用関数は，以下のように表せ
る．

　lnC＝偽＋ΣαrlnK＋Σβ，ln1う

　　　　＋1／2ΣΣσぬ1n｝喬1nK

　　　　＋1／2ΣΣγ，ゐln　1うln　Pゐ

　　　　＋ΣΣδガln｝二1n∫う

　　ゴ，ん＝1，2　ノ，乃＝1，…，彿　　　　（1）

　（1）は，log付き費用関数をlog付きの生産物

γ・価格Pについて（y；・嬬1，1う・＝1）の回りで

Taylor展開して，2階の線型近似をとったもの

である．その際にα，β，σ，γ，δは偏微分係数で

ある．また，’後の議論のために生産物は2種類

（ゴニ1，2）としている．これが費用関数たりうる

ためには，次の条件（i）一（iv）を満たすことが必

要である（証明は鈴村＆奥野（1985，p．102－105）

を見よ）．

　（i）すべての価格について1次同次すなわち

　　Σβゴ＝1，Σγ角＝0，Σδヴ＝0

　（ii）生産物と価格の増加関数，の＞o，β，＞o

　（iii）交差項の対称性σ漉＝σ屠，γ茄二γ雇

　（iv）価格について凹関数

　また，よく知られているように，以下の命題

が成立する（証明にはShephard（1970），Varian

（1984）が参考となる）．

　【命題1】　費用関数の推計式（1）からその背

後にある生産関数について次の情報を導出でき

る

　（i）すべての砺＝0なら，投入要素について

　　homotheticである．逆も成立．

　（ii）すべてのδが＝0，かつ，すべてのσfFOな

　　ら，、同次関数であり次数は1／Σαfである．

　　逆も成立．　　　　　　　　　　　　（2）

　範囲の経済性については次のように定義され
る8）．
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　【定義1】　ある生産水準（yi，｝つにおいて生

産物1と2の間に範囲の経済性が存在するとは，

費用関数Cについて次式が成立することであ

る．

　c（K，yを：R，…，P鋭）

　＜C（yi，0＝P1，…，　Pη）

　　一ト（）（0，】毛：Pl，…，・P加）　　　　　　　　　　　　　　（3）

1財と2財を別々に生産するよりは，同時に生

産する方が低いコストで生産できるという現象

である．それぞれの生産過程に共通する生産要

素が存在する場合に働くことが知られ，ている．

金融業は，市場や企業に関する情報およびその

審査能力，さらにはその店舗をも各種の業務

（銀行・証券業務）に共通に使うことから，範囲

の経済性の生じやすい産業であると考えられて

きた．範囲の経済性が成立するための十分条件

は，当該区間にわたって費用の補完性すなわち

∂2C／∂H∂猛く0が存在することであり（証明は

Baumol，　Panzar＆Willig（1988）p．89を見よ），

（1）において次のように表せる．

　∂2c／∂yi∂yを

　＝c／yi｝毛［（傷＋Σσf、　ln｝「＋Σδ1，1n、島）・

　（の＋Σσゴ21ny至＋Σδわ1n、a）＋σ12］〈0（4）

　また，規模の経済性については次のように定

義される．

　【定義2】　ある投入ベクトルX・生産ベク

トルyの水準（X，y）において，規模の経済性1

とは次の関係が成立することを意味する．生産

関数を∫（X，y）＝0とする．

　ヨθ＞1；∀’（6＞’＞1），

　ヨん〉た∫（醒，ん｝つ＝0

すなわち，’＝1の片側近傍％において，すべ

ての生産要素量X，を’倍したとき，すべて生

産量y｝がそれ，より大きい々倍になることを示

す．そして，このような近傍のとれることを意

味する．このように，規模の経済性はある投

入・生産水準における局所的概念であるため，

彦一1，々＝1において生産関数を微分して得られ

た規模弾性値∂聯諺≡ηを用いて表現される．

　η＝一Σxン∂〃∂X｝・／Σ｝なa〃∂K　　　　　（5）

η＞1（＜1）なら規模の経済性（不経済性）が存在

し，η＝1なら存在しない．費用最小化の条件
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を使うことで（5）式の右辺を費用関数によって

表すことができ（証明はPanzar＆Willihg

（1977），粕谷（1986）を見よ），さらに（1）におい

ては次のようになる．

　η＝1／Σ∂lnC／∂lnz

　　－1／（Σαf＋ΣΣσゴ掬lny見

　　　＋ΣΣδガln　y瓦＋ΣΣδがln乃）　　　（6）

ある生産水準において規模の経済性が存在する

ことは，単一財生産の場合には，平均費用の減

少を意味する．そして，複数財生産の場合には，

平均費用の概念を拡張したRay－Average－Cost

（≡C（々y｝，んy至）／ん）が減少する．すなわち，そ

の生産水準を任意にん倍したときの単位倍当

たりの費用が減少する9）．

　ところで，‘ある（K，｝のにおける範囲の経済

性’は，通常y｝一1，乃二1において検証される．

したがって，Zの当該区間［0，1］にわたって費

用の補完性が存在するかを検討しなければなら

ない．しかし，通常，｝り＝1で費用の補完性が

存在すれば，他でも存在するものと近似してい

る．それゆえ，（4）にこの値を代入した式α1の

＋σ、2＜0が判断の基準となる．本稿もこれにし

たがう．

　Translog型費用関数は，命題1より明らか

なように各水準で同一の規模の経済性をもつ同

次生産関数だけでなく，（6）より明らかなよう

に各水準で異なる規模の経済性をもつ生産関数

をも包括的に表現しうる．

III　データ

　データは1989年度の信用金庫の業務報告書

（特に事業概況書，貸借対照表，損益決算書）に

もとつく10｝．本稿では関東地域の114の，その

他の地域（北海道・東北・甲信越・北陸）の123

の信用金庫について計測を行う．

　経常費用Cは，人件費，物件費，預金利息を

含み，出資配当金，役員賞与を含まない．生産

物Kは貸し出し残高，聡は有価証券残高（商

品有価証券を含まない）であり，それぞれ1988

年度末と1989年度末の残高の平均値を用いて

いる11》．これらの利子生み資産ストックは，利

子率・配当率を掛けることで収益をあらわすこ
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表1観測値の概観 IV　実証結果
単位：百万円

変数 最低値　　平均値 最高値

費用C

貸出残高yi

有価証券残高聡

労働賃金ハ

資本設備価格凸

預金利子率凸

凹金残高

店舗数

　386　　　　　　14，000　　　　　　　132｝740

　450　　　　　　　5，004　　　　　　　23，741

3，524　　　　　172，400　　　　　1，298，400

3，485　　　　　　54，895　　　　　　　289，230　　．

　455　　　　　　30，829　　　　　　　273，470

　925　　　　　14，059　　　　　　　54，095

3．873／年　　5．994／年　　　8．887／年

3．542／年　　5．329／年　　　7．095／年

0．205　　　　　　　0．371　　　　　　　　0．909

0．249　　　　　　0．467　　　　　　　　1．075

2．355％　　　　　2．817％　　　　　　　3．600％

2．497％　　　　　2．765％　　　　　　　3．073％

5，238　　　　　233，150　　　　　1，961，800

7，144　　　　　　83，835　　　　　　　407，680

　1．0　　　　　　19．110　　　　　　　　　78．5

　．2．0　　　　　　14．138　　　　　　　　　42．0

注：上段の値は関東地域，下段の値はその他の地域．資本設備

　価格は無名数．

とができ，生産物として適当である．銀行業に

おける生産物の概念規定に統一的見解はないが，

3つに大別されている．Murray＆　White
（1983），Mester（1987）は本稿Qようなストック

変数を，首藤（1985），粕谷（1986）は貸し出し金．

利息と有価証券利息・配当金のフロー変数を，

Gilligan，　Smirlock＆Marsha11（1984）はフロー

の取引件数を採用している．

　生産要素としては労働用役，資本設備，預金

を考慮する12｝．労働賃金nは人件費を常勤役

員数と職員数の合計（両年度末の平均値）で除し，

資本設備価格鳥は物件費を動産・不動産額（両

年度末の平均値）で除し，預金価格（預金利子

率）鳥は預金利息を預金積金残高（両年度末の

平均値）で除したものである．これらは，それ’

それの生産過程に共通する生産要素であり，範

囲の経済性の源泉である．

　信用金庫の特性を地域別に比較する上で，変

数別に観測値の最低，平均，最高値を記すこと

が有益であり，表1のとうりである．要素価格

について大きな地域差はない．しかし，生産額

については，平均値に関して関東地域の値はそ

の他の地域のおおよそ2－3倍である．

　費用関数たりうる条件，（i）価格の1次同次

性，（iii）交差項の対称性を付して推定すべき関

数（1）を書き換えると次のようになる．

lnC

－α・＋α・ln　yi＋α21n｝～＋β、lnPl＋β21nP2

＋（1一β、一β2）ln♪3＋1／2・σ1、　ln　y、　ln　｝塩

＋1／2・σ221n｝亀ln｝竜＋9・21n　yilm｝亀一（γ、2

＋γ、3）／2・ln　P、1n、R一（γ、2＋γ幻）／2・ln鳥ln、a

一（γ13＋γ23）／2・ln鳥ln鳥＋γ、21n　P、1n乃＋γ、3

1nハ1n良＋γ231n　1も1n良一（δ、2＋，δ、3）ln｝r　ln

n十δ121n】盃ln凸十δ131n｝三1n　1㍉一（δ22十δ23）

1n｝ち1n」P、＋δ221n｝ちln∫も＋δ231n｝ちln凡＋ε

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

εは平均0の正規確率変数である．（7）式は各

パラメータで心理すると線型であり通常の最小

二乗法が適用可能となる．実際の計測において，

Kおよび乃は各データの平均値で基準化され

ている．それゆえ，平均値ではZ＝1，R＝1で

ある．

　両地域の費用関数について，表2における

Chowテストの結果，同じ母集団から抽出され

たという帰無仮説は棄却された．費用関数から

その背後にある生産関数の形状を，命題1を用

いて探ることができる．生産関数に関する諸仮

説の戸検定を行う．信用金庫の生産関数には

地域差がある．1％有意水準では，その他の地

域ではホモセティク関数さらには同次関数の仮

説までもが採択され，関東地域ではホモセティ

ク関数だけが採択される．こうして，1％の有

意水準を重視するかぎり，その他の地域におけ

る信用金庫の生産関数を表現するうえで同次関

数の仮説までをも付すことは有益となる．しか

し，表2から，有意水準を5％にあげると両地

域ともホモセティク関数だけが採択される13）．

　本稿では，δが＝0（5％の有意水準を重視して

生産関数をホモセティク）として，（7）式に最小

二乗法を適用する14）．表3には回帰係数の推

定・検定，さらに，残差εの独立性と分散均一

性の検定が示されている．一つの試みとして，

預金残高の大きい順にデータを並べて，残差g）
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　　　　　表2生産関数のF検定
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統計量　　自由度 棄却値

Chowテスト
ホモセティク関数：δσ＝0

同次関数：δが＝0，σ三二〇

2．238

1．401

1．697

7．598

2．304

（15画215）

（4，103）

（4，112）

（7，1．03）

（7，112）

1㌔L（14p220）；2．17

E）5（　4，100）＝2．46

Fも5（　4，125）＝＝2．44

jFb5（　7，100）騙2．10

凡5（　7，125）＝2．08

凡1（7，100）＝2．82

凡k（7，125）＝2，79

注：上段の値は関東，下段の値はその他の地域．

　　　　　　　　　　　　表3　回帰係数の推定値

定数項

　働

生産物

　　　砲
β

要素価格

　β2 β3 σ11

生産物の積

　σL2 の2

関東　　　4．126

　　　（557．182）

その他　　　3．705

　　　（564．108）

0．201　　　　　　0．730

（6．360）　　　（24．936）

0．171　　　　　　0．712

（5375）　　　（22．054）

0．264

（3．272）

0．382

（3．953）

一〇．027

（一〇．697）

　0．074

　（1．949）

0．763　　　　　　0．620　．

（9．763）　　　　（3．609）

0．544　　　　　　0．361

（5．635）　　　　（2．228）

一〇．716

（一4．562）

一〇．370

（一2．879）

0．852

（5．813）

0331

（2．626）

要素価格の積

γk1 γ12 γ13 γ22 γ≧3

　　　自由度修正済み

γ33　決定係数Durbin－Watson値Goldfeld－Quandt

一〇．372

（一〇．309）

　1．568

　（0．801）

一〇．134　　　　　0．506

（一〇．282）　　（0．373）

　0．906　　　－2．474

　（1．125）　　（一1．111）

0．1乞6

（0．283）

0．235

（0．567）

　0．008

　（0．011）

一1．141

（一1．526）

一〇．514　　　　　0，990

（一〇．289）

　3．615　　　　　0．979

　（1．353）

1．864

1．879

F（46，46）＝2．021

1ら1（40，40）ニ2．11

F（50，50）＝1．124

Fお1（50，50）＝1．94

注：（1内の値は’（103），’（112）の’値＝両側検定紬（120）＝1．98．Goldfeld－Quandtのテストは，預金残高順に並べた観測値

　を2つに別けてテスト．観測数100，説明変数11におけるDurbin－Watsonの上限値L765，下限値1．335．

表4　範囲・規模の経済性

統計量　自由度 棄却値 α1十α2

費用の独立性　　Wald検定
（α1α診十σ星2＝0）、

　　　　　　　近似的’検定．

規模について収穫一定：α1十偽二1

（両側’検定）

11．709

　3．694

－3．422

－1．922

－4．801

－6．517

（1，103）

（1，112）

103

112

103

112

Fbl（1，100）匹6．90

1㍉L（1，125）幕6．84

あ1（120）＝2．62

ム｝L（120）＝2．62

あ1（120）ニ2．62　　　　　　0．931

あ1（120）＝2．62　　　　　　0．883

注：上段の値は関東，下段の値はその他の地域．y｝，乃＝1における検定．

1階の自己相関を想定しでDurbin・Watson検

定を，また，この順に並んだデータを2つのグ

ループに別けて両グループの分散の不均一性を

想定してGoldfeld・Quandtの検定を行った．

この結果，両方の想定は否定された．各回帰係

数は，要素価格の積に対応する回帰係数を除い

て；統計的に有意である15）．

　表4における検定はすでに述べたように，K

＝1，B＝1，すなわち，データの平均値のところ

で行なわれている．両地域とも規模について収

穫一定（RAC一定）の丁丁仮説は棄却され，た．

範囲の経済性については，非線型制約の帰無仮
説α置偽＋． ﾐ12＝0（費角の独立性）を検定する際に，

回帰係数に制約を置かない推計式だけで検定可

能なWald検定を採用している（Gallant（1987，

p．47－55））．さらに，近似的’検定も行い，こ

れを補足している．関東地域において，費用の

独立性という帰無仮説がWald検定および両側

近似的’検定で棄却され，特に’値が負である

ことから費用の補完性が採択され，範囲の経済

性が検出された．しかし，その他の地域におい

ては，両方の検定が帰無仮説を採択し，十分条

件の満たされないことから範囲の経済性の存在

については不明である16）．

　表5においては，生産規模別，預金残高別，

店舗二二に規模の経済性が計測された．具体的
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表5－1生産規模別の規模の経済性

経　　済　　研　　究

生産規模（億円）　　観測値数　規模の経済性　　’値

　　　　　　　　　　　　1／η

4，000

2，000　－4，000

1，000　－2，000

500　　　－1ρ00

0以上一500未満

6
0
9
5
8
4
0
2
1
2

1
　
1
　
2
2
3
3
2
6

0．935

0．940

0．856

0．940

0．868

0．933

0．883

0．919

0．900

一2．455

一3．373

－3．442

－4．293

－4．518

－4．807

－6．514

－4．158

－5．525

注：上段の値は関東地域，下段の値はその他の地域．診値

　は，規模について収穫一定（1／η≡1）を帰無仮説として

　計算．

表5－2　預金残高別の規模の経済性

預金残高（億円）　　観測数　規模の経済性　　’値

　　　　　　　　　　　1／η

4，000

2，000　　－4，000

1，000　－2，000

500　　　－1，000

0以上一500未満

9
1
1
5
0
1
3
0
1
6

1
　
2
　
3
3
3
4
1
4

0．934

0．854

0．943

0．856

0．941

0．871

0．926

0．887

0．906

0．904

一2．588

－3．107

－3．311

－3．551

－4．223

－4．810

－5．120

－7．066

－3．928

占4．620

注：上段の値は関東地域，下段はその他の地域．’値は，

　規模について収穫一定を帰無仮説として計算．

　　　表5－3　店舗数別の規模の経済性

規模の経済性が働いている．．両地域ともいかな

る生産規模においても規模の経済性が存在する．

しかし，関東地域では生産規模が増加するにし

たがって規模の経済性が弱まり，その他の地域

では強まる傾向にある1η．しかし，関東地域で

は4，000億円以上の生産規模で再びそれが強ま

る．預金残高別にも同様の結果を得ている．そ

れは，銀行経営上当然のことながら，預金残高

と生産規模には正の強い相関があり18》，両分析

の対応するクラスに属するデータがほぼ同じで

あるためと思われ’る．ところで，店舗数別に見

ると，関東地域でその増加は，規模の経済性を

弱め，その他の地域では強める．’ ﾁに，関東地

域の店舗数の多い信用金庫で規模の経済性が再

び強まらないのは，店舗数と生産規模の間の相

関が前者ほどには強くないからであろデ9）．

V結論

店舗教 観測値数　規模の経済性　　’値

　　　　　1／η

40

20　　－40

10　　－20

0以上一10未満

9
1
5
8
3
1
7
3

　
　
3
2
4
「
0
9
9
4

0．940

0．853

0。937

0．867

0．936

0．886

0．916

0．902

門2．058

－3．339

－3．523

－3．021

－4。893

－6．907

－4．755

－4．978

注：上段の値は関東地域，下段の値はその他の地域．

　’値は，規模について収穫一定を帰無仮説として計算．

には，Murray＆White（1983）にしたがいへ生

産量の和すなわち貸出残高と有価証券残高の和‘

を生産規模と定義し，規模別に分けたデータ

（K，琉）の平均値を（6）式に代入してηを計算

している．価格についてはB＝1である．表5

には1／ηが記されているので，1以下であれば

　本稿は信用金庫における範囲の経済性，規模

の経済性，その他の諸特性の存在を検証するた

めに，Translog型費用関数を地域別に推定し
た．

　主要な結論は次のようである．

　（1）費用関数についてChowテストを行っ

た結果，両地域の費用関数が同じ母集団から抽

出されたという詩論仮説は棄却された．費用関

数から，その背後にある生産関数の形状を知る

ことができる．1％有意水準では，その他の地，

域においてホモセティクさらには同次関数の帰

無仮説までもが採択され，関東地域ではホモセ

ティクだけが採択される’．その他の地域の信用

金庫の生産関数を表現するうえで，通常の同次

関数の仮説までをも付すことは有益である．し

かし，5％の有意水準では両地域ともホモセテ

．イクの仮説だけが採択される．

　（2）　範囲の経済性が存在するための十分条

件である費用の補完性の検証には，Wald検定

および近似的’検定を適用した．両検定によれ

ば関東地域では費用の補完性が検出され，その

他の地域では検出されない．したがって，貸出

業務と有価証券業務の間の範囲の経済性は関東

地域では存在し，その他の地域では不明である．
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　（3）　規模の経済性は，生産規模別。預金残

高別・店舗寝癖を問わず，両地域のすべての信

用金庫において存在する．しかし，関東地域で

は，生産規模，預金残高および店舗数が増加す

るにしたがって，規模の経済性は弱まる傾向に

あり，その他の地域では強まる傾向にある．し

かし，関東地域において，生産規模，預金残高

を4，000億円以上にすることは規模の経済性を

再び強めることになる．

　これらの結果は，事業区域を制限している現

行信用金庫法の下で，重要な含意をもつ．

　範囲の経済性の存在は，現在許されている業

務間について存在するか否かが測れるだけであ

り，新しい種類の業務を加えた時にどうなるか

を調べている訳ではない．別の表現をとれば，

範囲の経済性の研究は，現在に複数の業務を営

んでいる銀行を分割すべきかどうかという問題

に含意をもつ，と指摘されている20》．しかし，

今日まで行われてきたこの方面の研究は，現在

の銀行に許されている証券業務を，将来に許さ

れる新しい種類の証券業務の代理変数と考える．

そして，将来に多数の証券業務を営む銀行を，

少数の証券業務を営む銀行に分割すべきかどう

か，すなわち，将来に向けて兼業の程度を増す

べきかどうか，を分析してきたとも解釈できよ

う．この解釈に立脚するなら，次の事柄に判断

を下すことができる．銀行業務と証券業務の兼

業の程度を増すことは，範囲の経済性と利益相

反という相反する要素の程度を増すことになる

と言われている．したがって，兼業の程度を，

本体さらには業態別子会社方式へと弱めるべき

であるとの意見がある．他方で，特に地銀，第

二地銀，信用金庫等の地域金融機関については，

範囲の経済性が働き易いようにと本体での他業

’務参入を認めるべきとの意見がある21）．しかし，

その他の地域にある信用金庫では範囲の経済性

の利益が全く不明であるために，将来兼業の程

度を増すことは，単に利益相反の危険性だけを

強く残すことになる．それゆえ，兼業の程度は，

金融機関の種類のほかに地域別視点をも考慮す

べきであろう．

　合併は，費用面から見た場合に競争力の確保
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を図ることから，銀行における経営危機の救済

策としてしば．しば提唱される22｝、これは規模の

経済性の存在を前提にして，その利益を追求し

ようとするものであ．る．しかし，、全国銀行（第

二地銀も含む）についての実証研究では（首藤

（1985），粕谷（1986），野間・筒井（1987），中島

（1989）），平均的生産規模において規模の経済

性を検出しているだけである（ただし黒田・金

子（1985）は1以上の同次関数を検出している）．

したがって，合併により平均規模を上回り，規

模の不経済性が働くかもしれない．他方，信用

金庫の研究では，観測されたいかなる生産規模

にも規模の経済性を検出レた．しかし，特に関，

’東地域では生産規模の増大とともに規模の経済

性が弱まる傾向にあるだけに，合併により今ま

でに観測された最大生産規模を越えた場合に，

規模の不経済性が働くかもしれない．その反面，

その他の地域では規模の経済性が強まる傾向に

あるために合併は提唱されよう．

　これまで地銀・第二地銀のような地域に経営

基盤をもち地域的特性を反映する地域金融機関

でも，同種の金融機関であれば同じ費用関数を

もつことを前提として検証が行われ，規模およ

び範囲の経済性が存在するものと結論を下して

きた．しかし，信用金庫の費用関数が関東地域

とその他の地域で全く異なるという結果は，そ

れらの結論に地域別再考を求めるものである．

　本稿の検証結果についていくつかの含意を述

べたが，全国銀行についてはデータの入手が容

易であるこ．とから今後さらに研究の進むことが

予想される．他方，協同組織金融機関について

はデータの入手が困難である反面，それらが中

小・零細企業を会員・組合員とした相互扶助組

織であることを考慮すると，この方面の研究が

数多くなされ発展することを切望する．その際

に，この種の金融機関の代表である信用金庫に

関する本稿の研究が，多少なりともその手掛か

りとなることを期待したい．

　（論文受付日1991年10月14日・採用決定日

1992年7月8日，新潟大学経済学部）
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　注
＊　本稿は1991年度理論・計量経済学会（北海道大学，

9月）で報告したものに加筆・修正を加えたものであ

る．討論者の筒井義郎教授（大阪大学）からは数多くの

．有益なコメントを頂いた．また，この学会に先立って

行われた東北現代経済学研究会（東北大学，7月）にお

いては大槻幹郎教授，佐々木公明教授，藩邸治教授，

そして細谷雄三教授より，さらに別の機会に，佃良彦

教授より（以上東北大学），また，本誌の2人のレフ三

リーより数多くの有益なコメントを頂いた．これらの

方々に感謝の意を表したい．また，本稿に残存するか

もしれぬ誤りは筆者一人の責任である．

　r）　「金融機関の合併および転換に関する法律」の

運用により，平成元年4月1日より8月1日までに68
行中65行が，順次，相互銀行から第二地銀に転換して
いる（「銀行局金融年報」平成元年版p．146－149）．

　2）会員一人に対する貸出限度額は自己資本の
20％または15億円のいずれか低い方と定められてお
り（1991年2月），．「卒業生金融」および「小口員外貸出

（限度700万円，1990年12月）」の員外貸出の総額は，

貸出総額の20％以内に制限されでいる．また，定款

に記されている事業区域の変更。拡張についでは地方

の財務局が本省と協議のうえ処理するものと定められ

ている．その反面，信用金庫の預金金利については目

銀のガイドラインにより，期間の定めのある預金につ

いては銀行の0．1％高，納税準備預金およびその他の

預金に2いてはα25％高である．

　3）　日録の「経済統計年報1990年版」p．133－152よ

り計算している．．中小企業向貸出とは，全国銀行につ

いては資本金1億円以下または常用従業員300人以下

の法人および個人企業への貸出残高を示している．ま

た，割賦返済方式による住宅・消費者ローンを除いて

おり，それらは消費者ローンとして別にとりあげた．

中小企業向け貸し出しに占める88年末，89年末の値
はそれ，それ18．9％，．19．8％と年々増加している．しか

し，消費者ローンについては，18．5％，17．5％と年々減

少している．ただし，1gS8年12月の値は相互銀行の

値を含んでいる．また，．全国銀行より信託，長信銀を

除いている．

　4）　最近，．広田・筒井（1991年）の信用金庫に関する

研究の存在を知った．彼らの強調するところは，． i1）

信用金庫を分析対象にして，（2）有価証券，貸出，預金

の3業務間に通常の費用面から範囲の経済性が存在す

るかを検証するとともに，（3）新しい概念として収入

面から範囲の経済性をも検証している，の3点である．

しかし，同一の費用関数を前提にしているために，信

用金庫を地域別に分析していない点で本稿と大きく異

なる．また，彼らの研究から西川の論文の存在をも知

った．20年前に西川（1973）は1968年度の信用金庫に

ついて，規模の経済性を本稿のように地域別に検証し

ている．彼は，全国10地域の信用金庫について規模

の経済性が殆ど認められないと結論づけている．使用

した推計式は

（経常支出）＝α（預掛金残高）う：経常支出＝経費

＋支払利息

である．経常支出のみならず経費についても同じ推計

式を用いて計測している．この式でδが1より小さ

ければ，規模の経済性が存在し，．しかもいかなる規模

においても存在する．5％の有意水準で規模の経済性

をもつ地域は，経常支出または経費のいずれで計測し

ても関東地域だけである（δ置0937）．，

　5）　クロスセクシ目ンデータを使用している場合に，

推定された費用関数（生産関数）には2とおりの解釈が

ある．本稿のように同一の費用関数，他方は平均的な

費用関数という解釈である．特に後者は各金融機関の

費用関数はその回．りに確率分布しているという解釈で

ある．いずれの解釈にせよ，推定された費用関数が異

なれば，その背後にある母集団（各地域の信用金庫）の

特性は異なる．

　6）　日銀の「都道府県別経済統計」平成元年版p．26

より計算．

　7）　中小企業金融において，都銀と地銀・第二地銀

では次の点で異なる．中小企業の海外取引の増大に伴

い，地銀・第二地銀は主に海外の銀行とのコルレス契

約だけを通じて，都銀はより進んで海外支店・海外現．

地法人の設置を通じて，取引先企業の輸出入に関する

外国為替業務を営んでいる．また，融資の際の情報に

ついても，都銀は全国的に店舗網を展開するのみなら

ず，社債発行の受託会社（担保付社債信託法の免許を

有するメインバンクがなる．この免許を持っていない

地銀。第二地銀が多い〉として企業に深く拘わること

で，より多くの経済情報を把握している．

　8）厳密な定義は次のようである（Baumol，　Panzar

＆willig（1988）p，71－75）．生産物の種類の集合、vと・

それに対する分割P＝｛ハ，…，7肩が次のように定義
さているもと「 ﾅ
　　Uz＝8⊆1＞，z∩7｝＝φゴ≠ノ，7㌔≠φ，

分割Pと生産水準｝なにたいして次の関係が成立す
るとき，範囲の経済性が存在する．

　　　　　　　ΣC（］匹f）＞C（焉）

例えば，生産物の種類の集合｛1，2，3，4｝，分割｛（1，2），

3｝のもとでは

　　C（H，聡，0，｝つ＋C（0，0，聡，｝つ

　　＞c（H，聡，聡，K）

である．

　9）証明についてはBaumo1，　Panzar＆Willig
（1988）p．50－51を参照せよ．

　10）　データは全国信用金庫協会から得られたもの

である．

　11）　貸借対照表の「商品有価証券」とは，公共債の

ディーリング業務のために保有している有価証券を処

理する勘定である．したがって，ディーリング（それ

による手数料）を目的とする「商品有価証券」と資産運

用を目的とする「有価証券」とでは，その保有目的が

異なるので，同一の生産物とは見倣せない．さらに，

商品有価証券を保有している信用金庫は，1989年度末

で関東地域では114忌中19庫，その他の地域では123

庫中3庫である．しかも，それらの信用金庫の「商品

有価証券」の保有割合は「有価証券」のそれぞれ4％

および8％にすぎない．1988年度末でもおおよそ同
じ値である（「貸借対照表」より）．したがって，商品有

価証券残高という生産物を取り除いた．1989年8月

末で，ディーリング認可庫は455庫中44庫にすぎな

い．他方，都銀・地銀・相銀は1987年5月末で全行
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が認可を受けている．

　12）　黒田・金子（1985）や野間。筒井（1987）が指摘

するように，銀行の生産は資金を調達する第一段階と，

それを貸出や有価証券投資に運用する第二段階からな

る．調達された資金は中間生物であり．第二段階では投

入要素となる．このプロセスを明示的に考慮した場合

に，費用関数の推計式に費用として預金利息（資金調

「達費用）や投入要素価格として預金利子率を含むべき

か，そして，費用関数および生産関数がいかなる段階

のものであるか，等を十分解明して，費用関数を推計

している研究は，私の知る限りでは皆無と思われる．

しかし，現時点における本稿の立場は，資金を運用す

という第二段階の費用関数および生産関数Fを推定
するも．のである．

　　　　　F（B，L，2V，κ）＝0：Z）≧β＋ゐ

Bは有価証券残高，L’は貸出残高，　Dは預金残高，
1V，．Kはそれぞれ資金運用に投入された労働と資本設

備である．関東地域，その他の地域では，預金のうち
貸出および有価証券投資に運用された割合（β十L）／Z）

は，それぞれ87．0％，81．8％であり，残りは低い利率

での他の金融機関への預金および貸出であり未運用同
然でもある．本稿の立場において，資金運用における

人件費・物件費を資金調達におけるそれから分離でき

ないことが難点である．彼らの指摘する問題の噛め解

明は今後の研究課題とするが，これまでの研究で推計

式に預金利息や預金利子率を含むものには西川（1973），

Murray＆White（1983），粕谷（1986），　Mester
（1987），中島（1989）がある．

　13）Murray＆White（1983），　Gilligan，　et　a1．

（1984），Mester（1987）の研究は，その帰無仮説をすべ

て棄却している．また，国内にはそのような研究は存
在しない．’

　14）．このもとで，再び，Chowテストを行った．

凡5（11，200）＝1．83＜Chow　F＝2．260〈凡1（11，

200）　＝2．34

5％の有意水準で同じ母集団から抽出されたという仮

説が棄却される．

　15）　費用関数たりうる条件（（i），（iii）を付してたも

とでの（ii）（iv））の検定では，（ii）については資本財の

価格を除いて統計的に有意であり，（iii）については厳

密な統計的検定をせずに，単に統計的に有意な回帰係

数をもちいて数値計算した結果，条件は満たされてい

た．実際，価格に関する費用関数のヘッセ行列
［∂2α∂乃凪］が

騰劉）菱lliレ）雛i臨，］

半負値定符号（negative　semide丘nite）であればよい．

統計的に有意な回帰係数だけを使って計算すると（β、，

β3以外はぜロとしている），第2行および第2列がす

べてゼロ要素なので，明らかにこの条件が成立する．

　16）両地域の相違をもたらした原因は次のように
推論される．会員が中小企業であって．も，関東地域は

日本経済の中枢にあるために，会員への銀行業務を通

じて日本経済の動向を知り審査する機会に恵まれてい
る．これによって蓄積された情報や審査能力が全国的

業務である有価証券業務にも共通に使えることから，
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銀行業務と有価証券業務の間に範囲の経済性示生じた

と推察される．具体的には，それらが両業務に共通す

る生産要素の労働やコンピューターに蓄積されて効果

を発揮する．このように，両地域の相異は，事業区域

を制限していることから生ずる情報の格差に基づくも

のであり，その格差が両地域で生産要素を異質なもの

にして，範囲の経済性を発生させていると推論される．
　都市銀行における範囲の経済性について，その原因

を直接検証する試みに中島（1989）の研究がある．彼に

よれば，一方の業務から得られた経済情報が他方の業

務に利用されることがその原因である．これは少なか

らずとも，本稿の推論（両業務に共通する経済情報が

原因）を支持するものとなろう．

　17）　規模の経済性の原因を究明している野間。筒

井（1987）の研究によれば，資本金の大きさに依存した

CD発行枠の拡大と大規模行ほど認められやすい海外

店舗の増設は，いずれも費用の節約に役立ち，大規模

行に有利な制度的条件である．こめもとで，規模の拡

大とともに，すなわち，大規模行になる程，．費用が節

約される（規模の経済性が働く）．この2つの原因のう

ち，後者に起因した規模の経済性が検出されたことを

指摘している．しかし，いずれの原因も生産技術を向

上せしめるものではなく，真の規模の経済性を発生さ

せるものではない，とも指摘している．本稿における

両地域の相異は，これらの原因から説明することはで

きない．CD発行枠は1987年10月より撤廃され，ま
た，信用金庫で海外店舗を持つものはない．ただし，

全国信用金庫連合会だけが，外国為替法および信用金

庫法に基づく認可を受けて，ニューヨーク支店，ロン

ドン事務所，シンガポール事務所を設置している（平

成3年3月31日現在）．

　他方，本文でも示唆しているように，関東地域の信

用金庫は都銀との需要者獲得競争において，生産規模

を拡大するに従ってより競争が激化して，その他の地

域よりも多くの費用を支出する，すなわち，規模の経

済性が弱まる，と本稿は推論する．

　18）　関東地域の相関係数は，生産規模と預金残高
・で0．997（0．993），生産規模と店舗数で0．903（0．917），預

金残高と店舗数で0．904（0．928）である．（）内はその

他の地域の値である．

　19）他の主要な研究の分析結果は次のようである．

　範囲の経済性については，Murray＆Whiteは，信
用組合を考察し，住宅抵当貸付残高とその他の貸付残

高の間にそれを検出している．さらに，Gilligan，　et

aL（連銀のFCAプログラム参加銀行；預金取扱件数
と貸付取扱件数），粕谷（都銀・地銀：貸出収益と有価

証券運用益），Tachibanaki，6t　al．（全国銀行：貸出収

益と有価証券運用益，含み益），中島（都市銀行：貸出

収益とその他収益）は範囲の経済性を検出している．

しかし，首藤（都銀。地銀：貸出収益と有価証券運用

益）やMester（貯蓄・貸付組合S＆L：住宅抵当貸付

残高，その他の貸付残高，投資残高）は不明と結論を下

している．

　規模の経済性については，ほぼすべての研究がそれ

を確認しており，Murray＆WhiteやGilligan，　et　al．

では，規模の経済性の強さが生産規模に反比例し，逆

に，首藤の地銀における研究では比例する．また，野
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間・筒井は都銀・地銀・相銀の順に規模の経済性が強

く働くことを検証している．店舗数別の計測はこれら

の研究には存在しない．

　20）千田（1989），Tachibanaki，　et　aL（1991），広

田・筒井（1991）を参照せよ．

　21）　例えば，「新しい金融制度について」金融制度

調査会答申1991年6月25日の第4章（新しい金融制
度の枠組み）はそのような見解をもつ．さらに，そこ

では，利益相反の防止策としてファイヤーウォールの

設定やディスクロージャー制の義務付け等が提案され

ている．

　22）例えば日本銀行金融研究所（1986，p．317）や

「協同組織形態の金融機関のあり方について」金融制

度調査会・金融制度第一委員会・中間報告1989年5
月15日の第5章（合併・転換）は合併を提唱している．
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